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令和６年度岩手県保育士資格取得支援事業概要 

 

岩手県保健福祉部子ども子育て支援室  

 

岩手県では、保育士や保育教諭の増加を図り、子どもを安心して育てることができる体制整備を図る

ため指定保育士養成施設（以下「養成施設」という。）の受講料や代替職員の雇上費の一部を補助する

事業を行います。 

なお、補助の対象は岩手県内（盛岡市を除く。）に所在する対象施設の設置者又は岩手県内に住所を

有する方（盛岡市内に所在する施設に勤務する方を除く。）です。 

 

１ 事業の概要 

(１) 保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業（養成施設受講料等補助） 

ア 補助内容 

保育教諭（保育士資格及び幼稚園教諭免許の併有者）の確保のため、認定こども園又は認定 

こども園への移行を予定する施設に勤務する幼稚園教諭免許状を有する者であって、かつ、保

育士資格を有していない者が、特例制度により保育士資格を取得するために、養成施設におい

て必要な教科目を受講する際の受講料等の一部を補助する。 

イ 補助事業者 

     認定こども園及び認定こども園への移行を予定している施設の設置者又は当該施設に勤務

する幼稚園教諭免許状を有する者であって、かつ、保育士資格を有していない者 

      ただし、本事業は、対象者が保育士資格を取得し、実施対象施設における保育士の確保を図

り、子どもを安心して育てることができるよう体制の整備を支援するものであるため、補助事

業者は原則として、「認定こども園及び認定こども園への移行を予定している施設の設置者」

であること。 

ウ 補助額 

対象者１人につき、養成施設の受講に要した経費の１/２（上限 10万円） 

エ 保育士証の交付後、１年以上の勤務が必要となる施設 

認定こども園及び認定こども園への移行を予定している施設 

 (２) 保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業（代替保育士雇上費補助） 

ア 補助内容 

保育教諭（保育士資格及び幼稚園教諭免許の併有者）の確保のため、認定こども園又は認定

こども園への移行を予定する施設に勤務する保育士資格を有する者であって、かつ、幼稚園教

諭免許状を有していない者が、特例制度により幼稚園教諭免許状を取得するために、幼稚園教

諭を養成する大学を受講する際に、当該保育士の代替として、当該者が勤務する認定こども園

等で雇用する保育士にかかる雇上費の一部を補助する。 

イ 補助事業者 

認定こども園及び認定こども園への移行を予定している施設（国又は地方公共団体が設置し

たものを除く。）の設置者 

ウ 補助額 

１人１日当たり 7,690円 

エ 幼稚園教諭免許状の交付後、１年以上の勤務が必要となる施設 

      認定こども園及び認定こども園への移行を予定している施設（国又は地方公共団体が設置し

たものを除く。） 
(３) 幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得支援事業 

ア 補助内容 
保育士の確保のため、幼稚園教諭免許状を有する者であって、かつ、保育士資格を有してい



2 
 

ない者が、特例制度により保育士資格を取得するために、養成施設において必要な教科目を受

講する際の受講料等の一部を補助する。 

イ 補助事業者 
幼稚園教諭免許状を有する者であって、かつ、保育士資格を有していない者 

ウ 補助額 
対象者１人につき、養成施設の受講に要した経費の１/２（上限 10万円） 

エ 保育士証の交付後、１年以上の勤務が必要となる施設 
(ｱ) 認定こども園 

(ｲ)  認定こども園への移行を予定している施設 

(ｳ) 保育所（国又は地方公共団体が設置したものを除く。） 

(ｴ) 乳児院（国又は地方公共団体が設置したものを除く。） 

(ｵ) 児童養護施設（国又は地方公共団体が設置したものを除く。） 

(４) 保育所等保育士資格取得支援事業 

ア 補助内容 

保育士の確保のため、保育所等に勤務する保育士資格を有していない者が、保育士資格を取

得するために、養成施設において必要な教科目を受講する際の受講料等の一部を補助する。    

イ 補助事業者 

次の(ア)から(オ)までに掲げる施設（いずれも国又は地方公共団体が設置したものを除く。）

の設置者又は当該施設に勤務する保育士資格を有していない者 

(ｱ) 保育所 

(ｲ)  認定こども園 

(ｳ) 認定こども園への移行を予定している幼稚園 

(ｴ) 乳児院 

(ｵ)  児童養護施設 

ただし、本事業は、対象者が保育士資格を取得し、実施対象施設における保育士の確保を図

り、子どもを安心して育てることができるよう体制の整備を支援するものであるため、補助事

業者は原則として、「(ア)から(オ)までに掲げる施設（いずれも国又は地方公共団体が設置した

ものを除く。）の設置者」であること。 

   ウ 補助額 

     対象者１人につき、指定保育士養成施設の受講に要した経費の１/２（上限 30万円） 

 エ 保育士証の交付後、１年以上の勤務が必要となる施設 

  次の(ア)から(オ)までに掲げる施設（いずれも国又は地方公共団体が設置したものを除く。） 

(ｱ) 保育所 

(ｲ)  認定こども園 

(ｳ) 認定こども園への移行を予定している幼稚園 

(ｴ) 乳児院 

(ｵ)  児童養護施設 

 
２ 事業の要件 

(１) 指定保育士養成施設の受講料等の補助（１(１)、(３)及び(４)） 

ア 養成施設に入学した日又は養成施設からの受講許可を得た日（見込を含む。）のいずれか早 

い日が令和６年４月１日から令和７年３月 31日までの間であること。 

イ 令和７年３月 31日（月）（必着）までに事業実施計画書を県に提出すること。 

ウ 保育士登録の完了後、岩手県内に所在する事業ごとに定める施設において１年以上勤務する

こと。 

エ 保育士修学資金貸付事業や雇用保険制度の教育訓練給付等、本事業と同趣旨の事業による貸

付や助成等を受けていないこと。 
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(２) 代替保育士の雇上費の補助（１(２)） 

ア 幼稚園教諭の免許を取得しようとする保育士が、令和６年４月１日から令和７年３月31日 

までの間に幼稚園教諭を養成する大学の受講を開始（見込を含む。）しており、かつ、岩手県教

育委員会事務局が実施する幼稚園教諭免許状取得支援事業費補助金の補助対象であること。 

イ 令和７年３月 31日（月）（必着）までに事業実施計画書を県に提出すること。 

ウ 幼稚園教諭の免許を取得しようとする保育士が幼稚園教諭の免許の取得後、岩手県内の認定

こども園又は認定こども園への移行を予定している施設（国又は地方公共団体が設置したもの

を除く。）において１年以上勤務すること。 

 
３ 補助金の申請等手続 

(１) 事業実施計画書の提出 

     申請者は、令和７年３月 31 日（月）（必着）までに、事業ごとに定める事業実施計画書を県に

提出すること。 

→ 県で内容を審査し、適当と認めた場合は、通知文書で承認すること。 

(２) 補助金の交付申請 

対象者が保育士証又は幼稚園教諭免許状の交付を受けた後、岩手県内に所在する事業ごとに定 

める施設に勤務を開始した日の属する月の月末までに、補助金交付申請書を県に提出すること。 

ただし、やむを得ない理由により当該期日までに提出できない場合はこの限りではないこと。 

→ 県で内容を審査し、適当と認めた場合は、補助金の交付決定通知を送付すること。 

（３） 補助金の交付 

   (２)の通知の受領後、補助金請求書を県に提出すること。 

→ 県で内容を審査し、適当と認めた場合は、補助金を交付すること。 

 
４ その他 

(１) 事業実施計画書等の郵送先 

     〒020-8570 岩手県盛岡市内丸 10番１号 

     岩手県保健福祉部子ども子育て支援室 子育て支援担当 
  (２) 問合せ先 

    岩手県保健福祉部子ども子育て支援室 子育て支援担当 
    電話 019-629-5460  

(３) 補助金申請手続等の詳細 

    「岩手県保育対策総合支援事業費補助金交付要綱」を参照願います。 
(４) 特例制度 

「幼保連携型認定こども園」の職員である「保育教諭」については、「保育士資格」と「幼稚 

園教諭免許状」の両方の資格・免許を有することを原則としています。 

新たな「幼保連携型認定こども園」への円滑な移行を促進するため、保育士資格のみを有する

方や幼稚園教諭免許状のみを有する方で、一定の実務経験を有する方については、幼稚園教諭免

許状や保育士資格の取得に必要な単位数を軽減する特例制度が設けられています。 

 

【こども家庭庁】幼稚園教諭免許状を有する者における保育士資格取得特例 

https://www.cfa.go.jp/policies/hoiku/hoikushi-shikaku-tokurei/ 

【文部科学省】幼稚園教諭の普通免許状に係る所要資格の期限付き特例 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoin/1339596.htm 

https://www.cfa.go.jp/policies/hoiku/hoikushi-shikaku-tokurei/
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoin/1339596.htm

